
平成2８年８月
公益財団法人国際環境技術移転センター


アンケート調査票
◆はじめに、貴自治体についてお聞かせ下さい。
	自治体名

	

	所在地
	〒

	ご 回 答 者 様
	ご所属：

	
	お役職：
	お名前：

	
	E-mailアドレス
	　　　　　　　　　　　　@

	電 話 番 号
	( 　　　) 　　　　－
	ＦＡＸ番号
	( 　　　) 　　　　－

	ホ ー ム ペ ー ジ
	http://


Ⅰ　貴自治体が所管する事業者についておたずねします。
Q1. 昨年度の立入検査の結果、事業者様に対して行政指導を行った件数とその主な理由をお差し支えない範囲でお聞かせください。
	行政指導件数
（軽微なものも含めて下さい）
 　　　　　　　　件

	（指導等を行った内訳。複数回答可。）
1 排出基準等の超過　　　　　　⑤届出や報告など事務手続き上の不備
2 処理施設の不備・不具合　　　⑥データ改ざん
3 運転・管理の不備　　　　　　⑦その他（具体的に　　　　　　　　　）
4 自主測定の不備


Q2. この10年ほどの間で、立入検査の結果、判明した要改善事例や、事業者側からの報告、住民の苦情等などでわかった深刻な公害防止上の問題事例はありましたか？　また、それらはどのようなケースでしたか？
	Ｑ2-1
	 ある　（→Q2-2、Q2-3へ）　　　　　ない　（→Q4へ）

	Ｑ2-2
	（Q2-1で「ある」の場合）具体的にどのような内容でしたか？　業種、状況、程度等をお聞かせ下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
どのような行政指導をされましたか：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	Ｑ2-3
	（Q2-1で「ある」の場合）その企業は現在はどうなっていますか？（複数回答可）
① 行政の指導や命令を経て、正常に維持管理されている
② ①に加え、企業努力により優良に維持管理されており、むしろモデル的になっている
③ 規制等は守られているが、何とかギリギリのところで操業されている
④ よく分からない
5 廃業した


Q3. Q2-3で②とお答えになられた対象事業者（優良な改善モデル事業者）について、お差し支えない範囲で是非ご紹介いただけませんか？
	Ｑ3-1
	企業ご紹介の可否
	可　　　・　　　否
　　　　　　　　　　　　Q4へ

	Q3-2
	行政指導等の結果、改善・克服事例を持つ企業
（可能でしたら、特に中小企業から1件以上ご紹介下さいますようお願いします。）
	1 企業様名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  または　匿名
（わかれば）担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話/メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	
	
	2 企業様名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  または　匿名
（わかれば）担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話/メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



Q4. 一方、もとより公害防止管理の取組みが優れている事業者が管内におられましたら、お差し支えない範囲で是非ご紹介いただけませんか？
	Q4-1
	紹介可否
	可　　　・　　　否
　　　　　　　　　　　　Q5へ

	Q4-2
	公害防止管理の観点から見た優良企業
（可能でしたら、特に中小企業から1件以上ご紹介下さいますようお願いします。）
	1 企業様名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  または　匿名
（わかれば）担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話/メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	
	
	2 企業様名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  または　匿名
（わかれば）担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話/メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	
	
	


Ⅱ　アンケート調査後の事業者ヒアリング調査に関してお尋ねします。
Q5. 本調査ではこの後、貴自治体からご紹介頂いた事例も含め、全国の中小企業から約30社を抽出の上、その事例についてのヒアリング調査をさせていただく予定です。
もし、貴自治体よりご紹介いただいた中からヒアリングをさせていただく場合、先方に「貴自治体からのご紹介」である旨をお伝えしてよろしいでしょうか？
	①　可　　　　　②　不可　　　　③　その他（条件等）　　　　　　　　　　　　　　　



以上でアンケートは終了です。ご多忙中ご協力をいただき、誠にありがとうございました。

自治体様用





公害防止管理への取組に関するおたずね





◆ご協力のお願いについて


本調査は、経済産業省からの請負事業として実施するものです。経済産業省では、平成27年度に、我が国の企業における公害防止管理の在り方に関する調査を実施しました。その結果、企業の公害防止管理体制について、ノウハウ・技術等の継承、人材育成、及び中小企業様における効果的・効率的な環境マネージメント体制の強化が課題であることが分かりました。


これを受けて今年度は、事業者（特に中小企業）の現場における公害防止管理の取組に関して、上記の観点から実践的な事例を収集し、事例集として取りまとめた上、全国に普及・広報するためのセミナーの実施を計画しております。


つきましては、貴自治体の管内における事業者の公害防止管理の取組状況を把握するため、アンケート調査を実施致したく、添付のアンケート調査票へのご回答にご協力いただきますよう、何卒よろしくお願い致します。


私どもでは別途、製造業等を中心とした中小企業約650社に対して調査を行う予定ですが、事業者から失敗事例に係る情報をご開示いただくのは難しい面もございます。そこで日頃、事業者からの届出や報告を受けておられる地方自治体の環境部局様に対し、状況をおたずね申し上げる次第です。事業者への立入検査等を通じて、公害防止がよく管理されている事例や、一方、勧告や指導の結果、改善された事例がございましたら、是非その該当事例並びに事業者をご紹介いただきたく存じます。


アンケート調査の結果から約30社様を選出し、ヒアリングによる詳細調査を実施する予定でございます。


本事業ではこのようにして、『公害防止管理事例集』（仮題）を製作し、年度内には全国8拠点（経済産業省の各地方局）にてセミナーも実施予定ですので、後日改めてご案内申し上げます。


貴自治体におかれましては本調査の主旨をご理解いただき、ご多忙のところ恐縮ではございますが、本調査にご協力下さいますようよろしくお願い申し上げます。





◆お答えいただいた情報の取扱い


本アンケート調査は、各都道府県及び、関係機関のホームページ等から抽出した地方自治体様にお送りしております。なお、お答えいただいた内容は情報保護の観点から厳重に管理し、本調査の目的以外に使用することや、外部へ提供することはありません。





◆回答方法


本アンケート調査票の回答欄に直接ご記入いただくかご入力いただき、９月２日（金）までに、以下のいずれかの方法でご回答お願い申し上げます。


１．郵送：同封の返信用封筒に封入の上、ご投函ください(切手は不要)。


２．FAX：059-329-8115まで、ご送信ください。


３．E-mail：� HYPERLINK "mailto:maki@icett.or.jp" �maki@icett.or.jp� 宛の電子メールにご回答票（PDFまたはWord）を添付してご送信ください。


本調査票のWord版は、調査実施機関（ICETT）ホームページからもダウンロードが可能です。


調査実施機関（ICETT）ホームページアドレス：� HYPERLINK "http://www.icett.or.jp/" �http://www.icett.or.jp/� の「新着情報」からダウンロードをお願いします。





【ご返信及びお問い合わせ先】（調査実施機関）


公益財団法人 国際環境技術移転センター（略称「ICETT（アイセット）」）


                            （担当：田村、南川）


〒512-1211 三重県四日市市桜町3684番地の11


TEL：059-329-3500 FAX：059-329-8115


E-mail：maki@icett.or.jp


【本調査の主旨に関するお問い合わせ】


経済産業省産業技術環境局 環境指導室　（担当：杉浦、瀬野）


〒100-8901 東京都千代田区霞が関1丁目3番1号


TEL：03-3501-4665 FAX：03-3580-6329











ご回答期日：９月２日（金）
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